主な交渉内容

賃金の改善、今年の勧告の取り扱いについて

地公三者は、「私たちの生活は、勧告によらない13年にも及ぶ独自削減、３年連続となる昨年のマイナス勧告実施等により限界に達している。わたしたちはこの間、停止勧告をするよう求めているが、明確な姿勢が示されないのは、第三者機関としての使命を放棄しているものであり、極めて不満である」と、抗議し、あらためて基本賃金に対する考え方を質したところ、事務局長は「これまでも地方公務員法に定める給与決定に関連のある諸事情を総合的に勘案して行っている。本年も例年と同様に検討したい」と回答したため、「約束違反の４年間、7.5%等の独自削減は終了するが、新たに、4.8%をスタートとする３年間の独自削減が始まり、14年目に突入する。知事に対して勧告に沿った適正な水準が確保されるよう、対応を強め、職員・家族の生活実態を踏まえて勧告すべき」と厳しく指摘したところ、事務局長から「十分に話し合う」との回答を得た。

薬剤師の初任給基準等に係る諸課題について

　薬剤師の大学６年卒に係る初任給基準等について、初任給は、最低でも昨年12月28日付けで改正された人事院規則の医療職(二)２級15号俸とし、欠員が多く生じ、何年も定数が埋まらない状況の採用困難職種と言える実態を踏まえ、初任給調整手当を措置するよう求めたところ、事務局長は「大学修学課程における実務実習の内容等を踏まえて設定された国の取扱い『医療職給料表(二)２級15号俸』に準ずる方向で検討。初任給調整手当については、道における採用困難の実態や他職種との均衡、他都府県の動向などを踏まえ、本年の勧告作業の中で必要な検討を行って参りたい」と回答したことから、同じく大学６年卒の獣医師の初任給基準や初任給調整手当の改善と薬剤師への初任給調整手当措置に向け、今年の勧告作業で必要な検討を行うよう強く申し入れた。
定年年齢の延長課題について
昨年の賃金確定闘争における交渉で人事委員会が、「国の動向を引き続き注視しながら、検討を進める」と回答していたことから、定年延長に向けた具体的なスケジュールについて示すよう求めた。事務局長は、「国の動向を注視しながら、皆さんと十分に情報交換をしながら検討を進めて参りたい」と回答したことから、地公三者は、国家公務員における定年延長に向けた法改正等が具体化した以降、様々な課題において、我々と十分交渉・協議し、合意を前提に検討を進めるよう強く求めた。
その他、給与構造改革に係る諸課題について（号俸増設）、諸手当関係について、特地勤務手当の見直し課題について、病気休暇制度の運用について交渉を行った
　　
　最後に、千葉議長は、「本日、国家公務員給与の『特例法案』が成立したが、道職員の賃金独自削減は13年間に及び、さらに３年間も実施される異常事態にある。人事委員会は勧告によらない独自削減に対して停止勧告するとともに、第三者機関として、薬剤師の初任給基準等や号俸増設など職場の要求を受け止め、対応すべきである。また、特地勤務手当に関しても、道独自の検討方法が示されたがまだ不十分であると考えられるので、更なる検討を行うとともに、定年年齢の延長については、職員に不安を与えることがないよう、我々と十分な交渉・協議を行い合意を前提に検討するべきである」と指摘し、次回交渉まで十分に検討を進め、誠意ある回答を示すよう求め、交渉を終えた。
　　地公三者は、次回交渉を３月８日(木)に予定しており、要求の前進に向けて人事委員会を追及していく。
